
教育・研究活動報告

１　はじめに

生涯学習センターは“本学の多様な研究成果”を広く一般
に開放し、地域社会の生涯学習の充実や産業界の発展に寄
与することを目的に、1990（平成２年）『公開講座セン
ター』として発足した。その後1995（平成７）年に『生
涯学習センター』に名称を変更、教養・趣味講座を開講、
地域文化発展のため大きな貢献をしてきた。
これは本学が目指す地域貢献への具体的な現れとなって
おり、生涯学習の領域として現在も大きな役割を果たして
いる。
周知のとおり、「生涯学習の振興のための施策の推進体
制等の整備に関する法律」（以下、生涯学習振興法）は
1990（平成２）年に制定された。以降、生涯学習振興行
政が急速に展開されはじめてきた。同法第１条の目的に
は、都道府県の事業に関する推進体制の整備や特定地区に
おける生涯学習機会の総合的提供を視野にいれながら、生
涯学習審議会等の設置や生涯学習振興施策の推進体制およ
び学習機会の整備を図ることで、生涯学習振興に寄与する
と記されている。また、同法第２条には、個人の自発的意
思を尊重しつつ、職業能力の開発および向上や社会福祉等に
関する既成の学習機会と有機的に組み合わされることで、効
果的な生涯学習の振興が図られるよう、行政間の連携への配
慮も促されている。これらは本学の生涯学習センターを運営
するにあたっての基本的な位置付けとなっている。

最近では2016（平成28）年５月の中央教育審議会答申「個
人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決社
会を実現するための教育の多様化と質保証の在り方につい
て」において「誰もが社会に出た後も、時代の変化に応じ
て新たな知識・技術や技能を身に付けることができる『学
び続ける』社会を実現」することの重要性が提案されてい
る。生涯学習センターとしても、こうした潮流を見失うこ
となく、時代の要請に応じた施策を展開していかなければ
ならない。
一方で、内閣府が2015（平成27）年に実施した「教育・
生涯学習に関する世論調査」では、「生涯学習の実施状況」
について、学習内容を以下のような領域に分けている。
（１）�健康・スポーツ（健康法・医学・栄養・ジョギング・

水泳など）
（２）�趣味的なもの（音楽・美術・華道・舞踊・書道・レ

クリエーション活動など）
（３）�職業において必要な知識・技術（仕事に関係のある

知識の習得や資格の取得など）
（４）教養的なもの（文学・歴史・科学・語学など）
（５）�家庭生活に役立つ技能（料理・洋裁・和裁・編み物

など）
（６）ボランティア活動のために必要な知識・技能
（７）�社会問題に関するもの（社会・時事・国際環境など）
（８）育児・教育（家庭教育・幼児教育・教育問題など）
（９）�就職や転職のために必要な知識・技能（就職や転職

に関係のある知識の習得や資格の取得など）
（10）自然体験や生活体験などの体験活動
（11）�情報通信分野の知識・技能（プログラムの使い方・
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ホームページの作り方など）
（12）その他
�　この分類に従えば、生涯学習センターが現在実施してい
るプログラムは（４）教養的なものと（７）社会問題に関
するもののみとなっており、今後は（１）健康・スポーツ
（２）趣味的なもの（３）職業において必要な知識・技術（５）
家庭生活に役立つ技能（９）就職や転職のために必要な知
識・技能（11）情報通信分野の知識・技能などの講座新
設が課題となってくる。生涯学習センターでは次年度の新
規講座に向けた準備にとり組んでいることを報告しておき
たい。
なお、この他に子ども向けの連携事業は既に実施済みで
あり、詳細は後述する。

２　日本工業大学（NIT）オープンカレッジ

市民のための公開講座名で、生涯学習センター設立当初
から広く市民に開放している。以前は陶芸・水彩画・油絵
などの作品制作講座を実施していたが、諸般の事情により
現在は開講していない。2018（平成30）年度は英会話・
中国語会話からなる語学講座のみを開設している。各講座
とも通年の開講であり、10回の授業を１期として年間３
期を設定している。指導は大学非常勤師・学外からの招聘
の講師に委嘱している。授業時間は90分となっている。
開講講座および担当講師一覧を表１に示す。

表１　開講講座、担当講師、在籍数

※�2018（平成30）年各教室１期生の在籍数。２期生・
３期生の募集はこれから。

表２は2011（平成23）年からオープンカレッジ公開講
座の受講者数の推移である。2011（平成23）年の累計379
名がピークであり、以降、漸減傾向にある。受講生募集は
大学ホームページ、市町発行の公報を利用しての広報活動
であるが、いまだ十分とはいえないし、まさに抜本的な戦
略の練り直しが必要な状況である。

表２　NITオープンカレッジ公開講座受講者数
　　　　　  （いずれものべ人数）

表３は2017（平成29）年の受講生年齢についてである。
英会話の受講生は女性の比率が77％強となっているのに
対し、中国語会話の受講生は男女比が拮抗している。
平均年齢は英会話、中国を会話それぞれ66.74歳、67.73
歳となっており、大部分の受講生は50代以降の世代が中
心である。英会話の最高齢は80歳、中国語会話のそれは
82歳であり、今後さらに高齢化が進むと予想される。対
して、最年少は英会話に37歳の受講生が在籍しているの
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に注目したい。今後は、年齢別（年代別）のクラス編成な
ども一考に値する考える。

表３　受講生年齢2017（平成29）年１期在籍者

表４・表５は受講生の居住地分布である。とりわけ大学
所在地の宮代町が過半数を占める傾向にある。大学から５
km圏内の宮代町、杉戸町、春日部市の居住者は全体の
65.7％、50名である。さらに大学から10km圏内（受講生
の多い順に、宮代町、杉戸町、久喜市、春日部市、白岡
市、幸手市、蓮田市５市２町に全受講生の90.8％、69名が
居住している。受講生の平均年齢分布を考えるとほぼ妥当
な範囲である。これからのアピールポイントは「自宅の近
くで文化と教養を享受できる市民教育施設」となるだろう。

表４　受講生居住地分布2017（平成29）年１期在籍者

 
表５　受講生居住地分布2017（平成29）年１期在籍者

 

写真１　英会話教室風景

写真２　中国語会話教室風景

３　「子ども大学」

３.１　子ども大学みやしろ
この活動は埼玉県教育局町村支援部の提唱で2007（平
成21）年川越市に「子ども大学かわごえ」が誕生。2017（平
成29）年には県内全市町に子ども大学が発足しそれぞれ
事業を展開中である。
内容としては３つのテーマ「はてな学」、「ふるさと学」、

「生き方学」を大学を舞台に学習教室を開催するものだ。
本学は、埼玉県、宮代町教育委員会とともに「子ども大
学みやしろ実行委員会」を組織し、2011（平成23）年よ
り開講している。対象は、宮代町在住の小学生（４年生か
ら６年生）50名（定員）とその保護者である。表６は参
加者数の推移である。昨年までの７年間において、定員を
充足する年が多くなっていること着目したい。

表６　子ども大学みやしろ参加者数
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また、表７は「子ども大学みやしろ」の過去３年間のプ
ログラムである。全４日の講義のうち、本学が担当するの
は３日間。子どもたちの好奇心を満たし、子どもの持つ可
能性を支援する内容となっている。

表７　「子ども大学みやしろ」プログラム
　　　　　　　 （平成27年度～平成29年度）

写真３　子ども大学みやしろ風景

３.２　子ども大学すぎと
2016（平成28）年度より、杉戸町教育委員会とともに「子
ども大学すぎと実行委員会」を組織し実施の運びとなっ
た。前年に杉戸町と本学は包括的連携協定を締結し、多く
の共同事業を展開する計画が立てられた。子ども大学すぎ

とはその一環の事業でもある。
表８は過去２年間のプログラムであるが、2016（平成
28）年、2017（平成29）年に関しては「子ども大学みや
しろ」と同一の内容になっている。これは同日の午前、午
後に、「子ども大学すぎと」「子ども大学みやしろ」を組み
入れたためである。

表８　「子ども大学すぎと」プログラム
　　　　　　 　（平成27年度～平成29年度）

※「子ども大学すぎと」は平成28年度より開講

写真４　子ども大学すぎと風景

４　親子でサイエンススクールin 日本工業大学

栃木市教育委員会主催事業との連携授業の子ども版であ
る。この事業は2009（平成21）年に開始、これまでに尽
力された機械工学科元教授有賀幸則先生の助言により実施
の運びとなった。2015（平成24）年からは赤間松三先生
にも御尽力いただき、現在につながっている。栃木市在住
の小学生と保護者20組を招き、一日教室を開催するもの
だ。表９は実施内容状況である。
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表９　親子でサイエンススクール実施内容

 

 

 

 
写真５　親子でサイエンススクール風景

５　大学の開放授業講座（シニアチャレンジ講座）

本学は2008（平成20）年度より参画、現在、本学を含む
埼玉県内20大学・短大と埼玉県が行う協定事業である。事
業の主旨は、充実した人生構築のために、県内の市民（55
歳以上）を対象とする大学授業の有料の開放講座である。
本学では別名「シニアチャレンジ講座」で実施している。
表10は、これまで実施された講義である。年度によっ
て差はあるが、春学期・秋学期合わせて20名以上の受講
者がいる。

表10　シニアチャレンジ講座受講者数
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表10は、これまでに実施された講座である。年度によっ
て差はあるが、春学期・秋学期合わせて20名以上の受講
生がいる。
この講座の受講動機は「知識・教養を深めたい」、「余暇
を充実させたい」と考えられる。本学の講座が工学部専門
科目であることを加味すれば今後は受講生の学習意欲を満
たす内容の講座を提供していく必要があるだろう。
なお、この事業の広報は統一要項を埼玉県が作成・配布
し、県の広報・ホームページを活用して全県に伝える仕組
みになっている。さらに本学では、近隣市町の広報誌と大
学ホームページの掲載を行い、受講者を募っている。
以下に2018（平成30）年の参加大学を記す。本学の他に、
埼玉大学、浦和大学、日本薬科大学、聖学院大学、尚美学
園大学、東邦音楽大学、東京国際大学、西武文理大学、城
西大学、十文字学園女子大学、文京学院大学、淑徳大学、
武蔵丘短期大学、東京電機大学、埼玉工業大学、ものつく
り大学、文教大学、日本社会事業大学、さらに後期から参
加の国際学院埼玉短期大学、女子栄養大学。

表11　2018（平成30）年度「シニアチャレンジ講座」
　　　春学期科目概要及び担当者

６　おわりに

現在の生涯学習センターの活動報告については前述のと
おりである。
少子高齢化社会を迎えた今、これまでの活動に加え、多
方面からの視点で、多くの受講者が期待・満足できる講座
を実現していかなければならない。本学では、2017（平
成29年）より、地域連携統括センターを発足させた。今
後は生涯学習の対象者は、まさに地域の中に存在している
という思考のもとで、生涯学習センターの運営を図ってい
く必要がある。
受講者（予備群）のニーズを的確にとらえ、活動を継続
していくことを、新たな目標としていきたい。
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